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以
上
の
よ
う
な
政
府
財
政
に
対
し
て
市
場

は
国
債
の
買
い
控
え
で
反
応
し
て
い
る
。
と

は
い
え
、二
〇
〇
九
年
度
の
財
政
が
税
収
不

足
状
態
に
あ
り
、厳
し
い
こ
と
に
つ
い
て
、市

場
関
係
者
は
以
前
か
ら
知
っ
て
い
た
。
こ
の

た
め
、
そ
れ
を
材
料
視
す
る
声
は
少
な
い
。

市
場
関
係
者
の
不
安
は
、来
年
度
以
降
の
予

算
で
あ
る
。
民
主
党
が
公
約
を
遂
行
す
れ

ば
、歳
出
が
増
え
る
だ
ろ
う
。
概
算
要
求
に

そ
の
傾
向
が
表
れ
て
い
る
。
一
方
、こ
の
ま
ま

の
税
制
で
は
、歳
入
の
増
加
に
多
く

を
期
待
で
き
な
い
。
結
果
と
し

て
大
量
の
国
債
発
行
を
余
儀
な

く
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
市
場

関
係
者
は
考
え
て
い
る
。

　

一
〇
月
後
半
か
ら
の
国
債
流

通
市
場
は
、多
く
の
投
資
家
に
、

一
九
九
八
年
年
末
か
ら
九
九
年
年
初

に
か
け
て
の
国
債
利
回
り
の
急
上
昇

を
彷
彿
さ
せ
て
い
る
。
当
時
は
、
金

融
シ
ス
テ
ム
や
財
政
に
対
す
る
不
安

が
台
頭
し
て
い
た
。
今
回
、
金
融
シ

ス
テ
ム
に
対
す
る
不
安
は
少
な
い
。

し
か
し
、当
時
と
同
じ
な
の
は
、財
政

へ
の
不
安
で
あ
る
。
ま
た
、日
本
経

済
が
海
外
頼
み
で
あ
り
、自
律
的
な

成
長
要
因
に
乏
し
い
こ
と
も
、「
海
外

の
景
気
が
悪
く
な
れ
ば
、風
が
止
ん

だ
時
の
凧
の
よ
う
に
日
本
経
済
が
失
速
す

る
」リ
ス
ク
を
内
外
の
投
資
家
に
強
く
意
識

さ
せ
て
い
る
。

　

簡
潔
に
述
べ
れ
ば
、日
本
経
済
に
対
し
て

リ
ス
ク
を
感
じ
る
投
資
家
が
リ
ス
ク
プ
レ
ミ

ア
ム
を
要
求
し
つ
つ
あ
る
。
こ
れ
が
国
債
金

利
の
上
昇
圧
力
と
し
て
働
い
て
い
る
。
同
時

に
、株
価
の
上
昇
を
抑
え
て
い
る
。
企
業
経

営
に
と
っ
て
、
金
利
面
で
も
株
価
面
で
も
逆

風
が
強
ま
っ
て
い
る
わ
け
だ
。
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（億円）●大企業の経常利益の推移

輸出環境の悪化

資料：東京証券取引所、日本銀行のデータに基づいて作成。

資料：財務省「法人企業統計」に基づいて作成。
注：資本金10億円以上の大企業。

資料：財務省、日本銀行データに基づいて作成。
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資料：財務省「法人企業統計」に基づいて作成。

注：対象は資本金10億円以上の企業であり、金融業と保険業を除く。
資料：財務省「法人企業統計」に基づいて作成。

●大企業の営業利益の推移

●有利子負債残高の増加率の推移（大企業・全産業）
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（単位：億円）●大企業の経常利益の推移 （日銀短観に基づいて作成）
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円

●政府の租税等収入と国債発行額
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府
財
政
が
悪
化
し
、国
債
の
大
量
発

行
が
余
儀
な
く
さ
れ
、債
券
市
場
が

崩
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
の
懸
念
が
強
ま
っ

て
い
る
。
こ
れ
を
受
け
、一
〇
月
の
後
半
か
ら

一
〇
年
国
債
の
流
通
利
回
り
が
上
昇
し
た
。

こ
の
状
態
が
続
け
ば
、企
業
の
資
金
調
達
コ

ス
ト
に
対
し
て
悪
影
響
が
生
じ
か
ね
な
い
。

　

今
年
度
予
算（
一
次
補
正
後
）の
国
債
の
発

行
計
画（
新
規
財
源
債
）は
四
四
兆
円
で
あ

る
。
一
方
、
企
業
業
績
や
雇
用
状
況
の
悪
化

に
よ
っ
て
、
税
収
が
当
初
予
算
額
に
対
し
て

六
兆
円
以
上
不
足
す
る
可
能
性
が
高
い
。
歳

出
は
、
政
権
が
代
わ
っ
た
こ
と
に
伴
っ
て
予

算
の
組
み
替
え
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、着
地

点
が
明
ら
か
で
は
な
い
。
仮
に
税
収
不
足
分

を
国
債
の
追
加
発
行
で
ま
か
な
っ
た
と
す
れ

ば
、今
年
度
の
新
規
財
源
債
は
五
〇
兆
円
を

超
え
て
し
ま
う
。

　

一
九
九
〇
年
代
半
ば
以
降
の
税
収
と
国
債

発
行
額
の
推
移
を
図
に
示
し
て
お
い
た
。
注

目
す
べ
き
こ
と
は
次
の
状
況
で
あ
る
。

　

第
一
に
、
今
年
度
の
新
規
財
源
債
の
水

準
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
四
〇
兆
円
を
超
え
た

こ
と
が
な
い
か
ら
、五
〇
兆
円
を
超
え
た
と

す
る
と
、一
気
に
未
知
の
ゾ
ー
ン
へ
の
突
入

と
な
る
。
一
方
、
現
時
点
で
の
日
本
の
名
目

国
内
総
生
産（
G
D
P
）は
五
〇
〇
兆
円
を
下

回
っ
て
い
る
か
ら
、新
規
財
源
債（
す
な
わ
ち

歳
入
不
足
）が
G
D
P
の
一
割
を
超
過
す
る

計
算
と
な
る
。
ア
メ
リ
カ
の
財
政
赤
字
が
名

目
G
D
P
の
一
割
を
超
え
た
こ
と
が

ド
ル
の
不
信
任
を
招
く
か
も
し
れ
な

い
と
報
じ
ら
れ
た
が
、日
本
も
同
じ
状

況
に
陥
っ
て
い
る
わ
け
だ
。
日
本
の

国
債
残
高
が
G
D
P
を
は
る
か
に
超

え
て
い
る
こ
と
を
加
味
す
れ
ば
、ア
メ

リ
カ
の
状
況
よ
り
も
一
層
悪
い
と
言
え
る
だ

ろ
う
。

　

第
二
に
、
今
年
度
に
お
い
て
、
新
規
財
源

債
の
発
行
額
が
税
収（
印
紙
税
を
含
む
）を
上

回
る
こ
と
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
税
収
は
歳
入

全
体
の
半
分
に
も
満
た
な
い
。
し
か
も
、

一
九
九
〇
年
代
半
ば
以
降
の
税
収
は
頭
打
ち

傾
向
に
あ
る
。
む
し
ろ
、漸
減
傾
向
に
あ
る

と
見
え
な
く
も
な
い
。
少
な
く
と
も
、現
在

の
政
府
の
歳
入
構
造
が
不
健
全
な
状
況
に
あ

る
こ
と
だ
け
は
確
か
で
あ
る
。

国
債
大
増
発
と

日
本
の
リ
ス
ク
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